
［要約］
　少子高齢化が叫ばれる日本において必要なのは、い
たずらに平均寿命を延ばすことではなく、健康寿命を伸
ばすことである。発作性の疾患は、慢性疾患と比べて
定期健診では発見が困難であるにも関わらず、予後が良
くない疾患が多いため、日常的に、かつ長期的にバイタ
ルデータをモニタリングするシステムが必要である。また、
先進諸国ではヘルスケアモニタリング方法が一つの課題
として挙げられている。そこで、このシステムを車に搭
載することで、戦後日本の高度経済成長をけん引した自
動車産業に、更なる成長を期待できると考えた。そのた
め、本稿では、未来社会を創るイノベーションとして、バ
イタルデータをモニタリングする各種IoTデバイスと、各
個人に合わせた機械学習をすることで日々進化するオー
ダーメイドAI判定システムを搭載した、「スマートヘルス
ケアモビリティ」という、日本の底力を世界に示威できる
コンセプトを提案する。

はじめに

　日本は世界有数の長寿国家として有名であるが、その反面
で少子高齢化の問題が叫ばれ続けてきた。それは同時に日本
の労働力の低下を意味しており、その減少傾向にある労働力
の中でも、高齢化によって年々必要とする労働力が増加してい
る分野がある。それは介護の分野である。
　内閣府が発表している「高齢社会白書」1）によると、高齢者
が要介護となった主な原因として、心疾患や脳血管疾患が挙
げられている。これらの疾患は早期治療が特に効果的だが早
期発見は困難である。現代では定期健診を受けることが習慣

化されており、定期健診のおかげで以前よりも疾患の早期発見
が可能となった。しかし、定期健診で発見できるのは慢性疾
患がほとんどであり、発作性疾患の発見に対しては定期健診
という手段は有効とは言えない。また、発作的な重大疾患が
発生すると多くの人は死に至り、運良く一命を取りとめたとして
も、介護が欠かせないような重い後遺症が残る可能性が高い。
発症者が死んでしまった場合に日本の労働力の低下につなが
るのはもちろんだが、深刻な後遺症が残った場合、その人の
家族は介護に時間を奪われてしまい、結果的に発症者死亡の
ケースよりも一家族単位の労働力の低下につながることとなる。
そのため、日常的に長期的なモニタリングをするシステムが必
要となる。
　また、戦後の日本の高度経済成長期をけん引してきた自動
車産業は輸出の柱であることに変わりはないが、他国企業の
後塵を拝しているのが現状である2）。そこで、先進諸国が課題
として標榜しているヘルスケアモニタリングシステムを自動車に
搭載することで、日本自動車産業の更なる躍進を見込むことが
出来る。
　そこで本稿では、いかにして少子高齢化を食い止め、労働
力を向上させることで再び日本が経済の中心に参入していくか
を考察していく。

定期健診で発見できない異変を察知する
環境の選定

　本章では、実際に定期健診では発見することが困難な発作
性疾患を検知するための測定環境について考察していく。人間
ドック等の定期健診で「健康である」という太鼓判を押された
人に対して、「発作性疾患の発症の恐れがあるから日常的にバ
イタルデータを測定する装置を装着してください」などと言った
ところで、正直に従ってくれる人数は少ないであろう。現在様々
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なバイタルデータを測定できるIoTウェアラブル端末が各国か
ら販売されているが、健康であることに関心がある人ならまだ
しも、関心のない人にとっては一切関わりのないものとしか認
識されていないと思われる。しかしながら、発作性の疾患は
万人に等しく起こり得るものであり、先述の通り健康診断での
発見は困難を極める。
　そこで私が提案したいのは、「生活に対して非侵襲的に長期
的計測が可能な環境の構築」である。具体化すると、日常生
活をするだけで自身のバイタルデータを計測でき、かつ発作性
疾患のシグナルが出ていないかを判定する環境の構築というこ
とである。
　要介護となる一番の疾患は、心原性脳塞栓症という疾患で
ある。これは心房細動という心疾患由来であり、一般的には
脳梗塞と呼ばれる疾患である。心原性脳塞栓症は心房で発生
した血栓が脳に流れて詰まってしまった結果発生する疾患であ
り、重度の後遺症が残りやすい疾患である。心房細動患者で
あると診断されているのは90万人いるが、発作性心房細動は
定期健診で発見できないため、発作性心房細動患者も含める
と170万人いると推定されている。発作性心房細動患者は発
見が困難であるにも関わらず、脳卒中の発症率は慢性心房細
動と差が認められなかったことが報告されている3）。また、心
房細動由来の血栓が発生する可能性は地方の方が高いことが
報告されている4）。そこで、地方の主な交通手段が車であるこ

とから、先述の条件と合わせて、車でバイタルデータを計測し
て、発作性の疾患を有しているかを判定する環境、すなわちス
マートヘルスケアモビリティシステムの構築を提案したい。次
章では、実際に本提案であるスマートヘルスケアモビリティシ
ステムが実現可能であるかを考察していく。

スマートヘルスケアモビリティの
実現に向けて

　本章では、実際に先述の「生活に対して非侵襲的に長期的
計測が可能な環境の構築」が自動車に実装可能であるかを検
証していく。実際に様 な々生体情報を取得するにあたり必要と
考えている機器は、以下のとおりである。心電と脈拍、血圧、
血糖、血中塩分濃度を測定するIoTハンドルと心雑音や呼吸音、
体重を測定するIoTシートである。
　IoTハンドルでは、ハンドルを握るだけで5種類のバイタル
データを計測することを考えている（図1）。第1に、心電の計
測が挙げられる。心電を計測する際には、2か所の部位から発
生する微弱な心電位の差をとることによって、検診でよく見るよ
うな波形が得られる。そこで今回は右手と左手から得られる
心電を測定する。医療現場でも両手から得られる心電も測定
対象としており、これをI誘導心電という。実際に、ハンドル

図1　IoTハンドル概念図

5種類のバイタルデータをIoTハンドルから計測し、身体の異変を早期に検出することで、疾患の重症化を防ぐ。また、異変データを医療
機関で使用できるようにすることで、迅速な受診を可能とする。
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に電極として導電性のナノシートを張り付けて、心電が計測で
きるか検証した画像を図2に示す。若干のノイズが乗っている
ものの、実際の医療機器として使用されている心電計とほぼ同
等の心電が計測されているのが分かる。第2に、脈波は測定
部にLED光を当ててその反射を見ることで測定部の動脈血の
動きが測定でき、それを対時間で表示したものである。よくド
ラマで見る心電図の下に表示されている波が脈波である。第
3に、血圧は測定した脈波から機械学習を用いて算出できるこ
とがいくつかの研究グループによって報告されている。第4に、
血糖値はレーザー光の反射で脈波と同様に測定が可能である
5）。第5に、肌が触れる部分を特殊加工することで血中塩分濃
度の測定も可能となることから、以上の5種類の生体データか
ら心疾患とそれに付随する脳血管疾患の初期症状を検出する
ことが可能である。
　IoTシートは、シート部に集音マイクと圧力センサーを装備
することで心音と呼吸音、体重が測定可能となる。実際にい
くつかの研究グループは、自動車のシートに開発したシートカ
バーを装着することで心音を測定し、そこから心拍数を算出す
る研究をしている。この機能を拡張することで、心音だけでは
なく呼吸音も感知できるようになり、さらに多種の疾患に関し
ても検出することが可能となる。
　しかしながら、先述の各バイタルデータに関するセンシングデ
バイスは、現在でも無数にある。「船頭多くして船山に上る」と
いうことわざがあるように、各デバイスの測定した数値を表示
するようなインターフェースでは、医療的知見のない人にとって
はただの意味のない数字の羅列にしかならず、存在価値のない
デバイスにしかならない。そこで今回のデバイスに搭載されて
いる各種センサーからの情報を、機械学習により本人の平常時
と比較して、かすかな体調異変を察知することが可能となる。
　体調急変を検知した際に迅速に治療を受けるため、事前検
診をスキップ可能にするシステムを構築する。そのために医療
機関と提携して、体調急変検知時のデータを医療機関に持ち

込めるようにする。それによって、このシステムが構築できれ
ば現在の医療を受診する流れを大幅に改善することにつなが
ると見込まれる。
　さらに、各種類のバイタルデータを、日本の全てのドライバー
を対象とする大きな母集団で、その上、数年間にわたり長期的
に測定できるため、今まで可能ではなかった様 な々疾患に対す
る発生の瞬間の観測、および今まで無関係だと思われていた
バイタルデータから様々な兆候を機械学習によって検出し、疾
患のより早期の発見を可能にする。そのため、各人がこのス
マートヘルスケアモビリティに乗れば乗るほど、様々な発作性
疾患に対する検出精度が向上し、さらには検出までに必要と
する期間を短縮できることが見込まれる。
　スマートヘルスケアモビリティに乗ることによる各個人への
影響については先述の通りだが、これだけでは日本に対する
様 な々問題を解決できかどうかは検証できていない。そこで次
章では、実際に日本国民がスマートヘルスケアモビリティに乗
ることによって社会へ与える影響について、問題ごとに考察し
ていく。

スマートヘルスケアモビリティの及ぼす
社会への影響

　前章で述べたスマートヘルスケアモビリティの有用性が日本
で認められ、一般に使用されるようになった際に見込まれる社
会への影響を、4つのステップに分けて述べていく。第1ステッ
プは、スマートヘルスケアモビリティに乗ることで、発作的に発
生する重大疾患のシグナルを早期に検出でき、回復が見込ま
れる早期治療に着手できるため、要介護者の人口が減少する。
第2に、要介護者が減少することで、現在問題となっている介
護士不足に終止符を打つことが出来ると思われる。第3に、本
来ならば介護をする予定であった子供たちは、自身の子供を
育てる余裕ができるため、少子化の対策にもつながる。最後に、
早期治療により健康な高齢者が増加するため、定年を65歳か
ら70歳以上に引き上げることが可能となり、結果的に労働力
の増加につながる。さらに、より長く働くことは認知症の予防
にもつながるので、介護にかかる時間や費用、体力などのコス
トをより削減できる、という良いスパイラルが出来上がる。
　ここで注目したいのは、個人だけでなく国家単位で医療費
が大幅に削減できるということである。例えば心房細動の早
期治療であれば、カテーテルアブレーションという手術で治療
ができて、約9万円かかる。一方、心房細動が悪化して心原性
脳塞栓症になってしまった場合は、約25万円を医療費として
自己負担しなければならない6）。自己負担額から見ても、いか
に早期治療が医療費の削減に効果的かをうかがい知ることが
できる。さらに、心房細動をカテーテルアブレーションするこ
とで根治する早期治療に比べ、先述のように心原性脳塞栓症
を発症した場合、一命を取りとめたとしても重大な後遺症が残

図2 ハンドルに測定端子を張り付けて測定した心電図（上）と
同時に医療機器で測定した心電図（下）
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るため、ここからさらにリハビリ費や介護費が継続的にかかる。
よって早期治療が有効であるということがよくわかる。
　財務省によれば、平成30年度の予算の内、約11.9％が医療
費であり、約3.07％が介護費として歳出される7）。一方、国力
の強化を目指すために必要と思われる中小企業に対する給付
金は、約0.181％しか組まれていない。日本が再び世界経済の
リーダーとなるためには、大企業を陰で支える高い技術を持っ
た中小企業が欠かせない。そこで、早期治療によって削減で
きた分の予算の一部を回すことができるだろう。
　また、日本の輸出は自動車がトップであるが、世界における
生産台数は1位を他国の企業に譲り渡している2）。このスマー
トヘルスケアモビリティの有用性が日本において十分に示され
たならば、高付加価値車としての輸出が可能であると想定され
る。再び心房細動の例を出すが、世界的に見ると日本だけで
なく主要貿易国である欧米諸国が、その他の地域と比較して
心房細動の有病率が高いため、このスマートヘルスケアモビリ
ティに対する需要が高いことが予測される。

終わりに

　今後の日本に必要なのは、平均寿命をいたずらに延ばすこ
とではなく、健康寿命を延ばすことを念頭に置いた政策であ
る。一見すると、社会保障の一環として医療費が増大している
ことこそが健康への投資であると思われてしまうかもしれない
が、いま本当に必要なのは、病気になった後のアフターケアで
はなく、病気にならないようにする予防医療である。しかしな
がら、「予防するための疾患」を早期に発見するシステムは、現
時点では存在しない。そこで今回、車に乗るという日常動作の
中で健康を長期に渡り維持することができるスマートヘルスケ
アモビリティシステムを提案した。車に乗れば乗るほど社会全
体が健康になっていく世界を作るため、これからもこの研究に
全力で打ち込んでいきたい。
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［要約］
　これからの21世紀に本当に必要な教育とは何なの
か？ ついに到来したAI時代を前に教育の在り方その
ものを根本から考え直さなければならない時代となっ
た。そこで、私が提言するのが「コーチング型教育」へ
の教育イノベーションである。文部科学省は、2020年
に向けて、「主体的・対話的で深い学び」を大きな目玉
とした教育改革に踏み切った。私の提言する「コーチン
グ型教育」は、その改革の先にあり、今後日本が20年
かけて向かうべき学びの形であると考えている。この
教育イノベーションによって、既存の枠組みに囚われな
い、行動力とチャレンジ精神溢れる若者を育て、あらゆ
る産業でイノベーションを起こしていく。そして課題解
決先進国としての日本の成功モデルを世界に示していく
ことを最終的な目的とする。
　本論文では、「コーチング」が教育の基盤にあるオラ
ンダ教育の事例研究を踏まえ、私が提言する「コーチン
グ型教育」の概要について述べ、結論付ける。

	

1.	 はじめに

　これからの21世紀に、本当に必要な教育とは何なのか。つ
いに到来したAI（人工知能）時代を前に、教育の在り方その
ものを根本から考え直さなければならない時代になった。文
部科学省が2020年に向けて推進している教育制度改革は、
日本人の「学び」の古い常識を大きく塗り替え、21世紀の社会
を生き抜く“新しい人材”を育成するための試みである。では、
なぜ新しい人材が求められているのか。それは、子供たちの
65％は将来、今は存在していない職業に就くとの予測や、今

後10年～20年程度で、半数近くの仕事が自動化される可能
性が高いなどの予測があるからだ。かつてのような、偏差値の
高い大学に入り、公務員や大企業に就職をすれば、終身雇用
で生涯安泰、老後は年金生活というロールモデルは崩れ始め
ている。つまり、これまでの常識が全く通用しない時代がやっ
てくるのだ。社会は凄まじいスピードで変化しており、今後はさ
らにそのスピードは増していく。子供の頃に教わった知識や技
術、身に付けた能力が社会に出てから通用しないということが
起こってくる。そのギャップはこれからさらに増していく。
　そのような時代に、教員の役割は、従来のような「教え育て
る」＝「ティーチング」の役割だけでは限界がある。現在でさ
え、「ティーチング」の部分はオンライン学習やAIなどの機械
に置き換わり始めており、今後はその流れがさらに加速してい
く。これからは、「引き出して、伸ばす」＝「コーチング」の役
割が重要になる（図1）。「コーチング型教育」への教育イノベー
ションを起こし、既存の枠組みに囚われない、行動力とチャレ
ンジ精神溢れる若者を育てていく。それによって課題先進国
の日本で、若者があらゆる産業でイノベーションを起こしてい
く。その課題解決先進国としての日本の成功モデルを世界に
示していく。この「コーチング型教育」への教育イノベーション
によって、日本の新しい時代を切り拓く礎を築いていく。

2.	時代にそぐわなくなっている
日本の教育

　まず述べたいのは、私は日本の教育の全てを否定するわけ
ではない。日本の教育には数多くの優れた点がある。特に
戦後の日本の高度経済成長には、教育が大きな役割を果た
した。大量生産・大量消費の産業主義時代に、上質かつ均
質な労働者を育てるためには、合理的な仕組みであった。し
かしその時代は終わり、社会は大きく変化し、社会が求める

「コーチング型教育」への
教育イノベーション
～AI時代に必要な人材を学校教育で～

北海道教育大学　札幌校　教育学部 4 年

越智 達也 おち たつや

優秀賞［大学生の部］ 
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人材像も変わってきている。それにも関わらず、教育だけが
置き去りになってはいないだろうか。明治以降150年間、画
一的な内容を一斉授業で教えていくという教育の形はほとん
ど変わっていない。しかし現在では、インターネットさえあ
れば、質の高い学習コンテンツを無料または格安で見ること
のできる時代となっている。世界では「カーンアカデミー」や

「MOOC」、日本では「スタディサプリ」や「NHK	for	School」
などが挙げられる。さらに、世界では「ミネルバ大学」、日
本では「Ｎ高等学校」や「ゼロ高等学院」など、革新的な学
校が次 と々現れており、「ティーチング」の部分は全てオンラ
インで行われている。つまり一人一人が自分のペースで、自

分に合った学び方で学ぶことができるようになっている。こ
のような時代に、従来のような画一的な内容を一斉授業で
教えていく理由は、ほとんどなくなったと言ってもいい。ま
た、日本の教育には、「正解主義」、「同質性主義」、「否定
主義」の3つの主義が蔓延していると考える。日本の学校教
育では、1つの正解に向かって、皆で足並みを揃えることが
重要視され、間違いや周りと違うことは否定される傾向がある。
このような環境では、子供達が失敗を恐れてしまい、挑戦す
ることができない。さらに日本の子供達は世界の国 と々比較
して、自己評価が低いことが明らかになっている（図2）。この
ような子供達を取り巻く環境と子供達のマインドでは、課題先

図1　コーチングとは（仲本かなさん作成）

図2　高校生の自己評価に関する国際比較
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 注： 高校1～3年生を対象に調査
 資料： 平成 30 年 3 月「高校生の心と体の健康に関する意識調査報告」国立青少年教育振興機構
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進国の日本で、当然ながらイノベーションは起きづらい。

3.	「コーチング」が基盤にある
オランダ教育の事例研究

　では、時代にそぐわなくなっている日本の教育は一体どこに
向かうべきなのか。新学習指導要領で「主体的・対話的で深
い学び」が提唱されたことは、今後日本の教育が20年かけて
向かうべき、学びの大転換へ踏み切ったことを示している。私
はその実現に向けてのヒントがオランダの教育にあると考えた。
理由は、教育の基盤に「コーチング」を取り入れている国だから
である（図3）。「主体的・対話的で深い学び」の実現には、従
来のような「ティーチング」の考え方だけでは限界があり、「コー
チング」の考え方が必要不可欠だと考える。
　そこで私は、クラウドファンディングサイト「Ready	for」でプ
ロジェクトを立ち上げ、78万8千円のご支援をいただき、オラン
ダの教育視察を行った。以下では、オランダ教育から学ぶべき、
AI時代の教育のヒントを3つのキーワードに分け、紹介していく。

3-1  キーワード①　【個に合わせた教育】
　オランダでは、画一的な内容を一斉授業で行う日本の形と
はかけ離れた形で授業が行われていた。時間割は存在せず、
子供達が自分達で時間割を組み立てていた（写真1）。そのた
め、隣に座っている仲間が必ずしも同じ教科や同じ内容を学
んでいるというわけではなかった。また知能レベルの高い子供

は自分の学びの進度に応じて、次 と々学びを進めていた。しか
し、何もかも自由というわけではなく、個に応じて先生がレベ
ルや進度を見取り、1週間の中で最低限やらなければならない
大枠を定めていた。

3-2  キーワード②　【正解のない問い】
　オランダでは、プロジェクトをベースとした授業で、正解の
ない問題に取り組んでいた。正解のない問題とは、社会で現
実に起こっている未解決の問題である。その問題を地方自治
体や企業から学校側が要請を受けていた。以下は、視察した
学校で実際に子供達が取り組んでいた問題である。
（1） ユトレヒトとスキポール空港の間で列車が増え、騒音

が問題となっている。解決策を考えよ。
（2） オランダでは一人暮らしをする人々が増えている。よ

りエコな一人暮らしのマンションを考えよ。

図3　オランダ教育の共通の基盤（仲本かなさん作成）

写真1　自分で時間割を作成する際の手助けとな
るホワイトボード

共通の基盤は？

コーチングとは、
子供に自分で考えさせる、自己肯定感を与える教育

教師＝コーチ的存在
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　このような実生活に結び付く問題に取り組んでいた。そし
てこの問題を考える際には、学校に設置されている3Dプリ
ンターを用いて（写真2）、自分達のアイディアを手に触れられ
る形で表現していた。最終的には、子供達は実物の模型や
PowerPointを用いて、地方自治体や企業側にプレゼンテー
ションを行う。これによって、探求の成果を先生以外の大人に
発表する機会が設けられている。また地方自治体や企業側も、
子供達の柔軟で創造力豊かな発想を得られるという利点があ
る。よって双方にとって利点があるのだ。さらに学年が上がる
と、子供達自身が自ら企業などに出向き、解決する問題を得て
くるところから学びが始まる。

3-3  キーワード③　【未来の教員の役割】
　オランダでは未来に求められる教員の役割として、以下の5
つが掲げられていた。
（1） Designer 
（2） Coach
（3） Expert
（4） Model
（5） Researcher

　その中でも、特に私が注目したのは、（1）と（2）の役割であ
る。（1）Designerは、生徒の学びをデザインしていく役割であ
る。また（2）Coachは、子供のモチベーションを高め、学びを
支えていく役割である。そしてそれらの役割の中核となってい
るのが、「inspire」である。日本語で「鼓舞する」などの意味
がある。前述したように、これだけ学び方が多様化し、学び
のツールが揃っている現在には、学びをデザインし、子供の心
に火をつけることのできる教員が求められている。

4.	「コーチング型教育」の提言・概要

　時代錯誤の日本の教育を刷新するために、オランダ教育視
察を踏まえて、私が提言するのが、「コーチング型教育」である。

「コーチング型教育」とは、以下の5つの特徴を有するもので
ある。

（1） EdTech（Education×Technology）を活用し
た「教科指導」の個別最適化

（2） 協働する場、プロジェクトをする場としての学校
（3） 地方自治体・民間企業・研究者との密接な連携
（4） コーチング型の教員養成
（5） スクールコーチの導入

　（1）に示したように、「教科指導」においては、従来のような
画一的な一斉授業を廃止し、蓄積された大量の個人学習デー
タをAIが解析し、個別最適化を図り、その子に合ったカリキュ
ラムを提供する。その際には、オンラインを活用して学校だけ
でなく、自宅や塾など場所を選ばずに学ぶことができるように

する。
　そうなると、学校の存在意義が問われるが、（2）に示したよ
うに、協働する場、プロジェクトをする場として、学校は存在
意義を保っていく。例えば、「午前中は教科指導、午後はプロ
ジェクト」というやり方や、「教科指導は反転学習で行い、学
校ではプロジェクトが中心」というやり方など、様 な々やり方が
考えられる。そこは各学校に決定権を与える。
　そして、そのプロジェクトを行う際に重要になってくるのが、

（3）に示した、地方自治体・民間企業・研究者との密接な連携
である。社会で起こっている最前線の問題を学校に持ち込み、
正解のない問題に子供達が取り組むのである。この取り組み
によって、学校が、「実社会でそのまま通用する力」を育てる場
となる。
　そこで変わるのが教員の役割である。ここで言うプロジェ
クトとは、「答えのないプロジェクト」のことであるため、教員
すら答えを持っていない。よって教員は、学びの伴走者として、

「学びを支える＝コーチの役割」が必要になる。つまり、教員
の役割が「ティーチング」ではなく「コーチング」となるのだ。そ
うなると、教員養成の在り方を見直す必要がある。現在の教
員養成は、理論と実践が結び付いていない。教育実習は3～
4年生になってから行われる。そのため、実践がイメージでき
ないまま、大学で2年間、理論ばかりを「ティーチング型」で教
わる。これでは、理論と実践が往還していない。
　そこで（4）に示した、コーチング型の教員養成が重要になる。
例えば、現在まとまった日数を一定の期間に行っている教育実
習を、週1日に振り分け、毎週大学と実習先を行き来する。そ
の際に大学では、実習先での授業実践の動画を見ながら、大
学教員からのコーチングを受ける。「ここはどういう意図だっ
た？」「この時はどのようなことを考えていた？」などの質問を通
して実践を振り返る。そして、次週の実習では、どうしたいの
かにつなげていく。つまり、コーチングによって、大学での理
論と実習先での実践を結び付けるのである。また、コーチング
を受けるだけでなく、学生がコーチングをする場も設ける。学
生同士でのコーチングの時間や子供達にコーチングする時間を
大学のカリキュラムに組み込む。
　そして最後に、（5）に示したスクールコーチの導入である。

写真2　学校に設置されていた３Dプリンター
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［受賞者インタビュー］

自分の教育に対する
考え方や思いが
評価されたことが嬉しい。

─ コンテストに応募した理由、きっかけは？
大学の掲示板に掲載されていたポスターを見つけたのが、きっかけでし
た。応募した理由は、自分自身の考え方がどこまで通用するのか試して
みたかったからです。

─この論文を書き上げるまでに、どのくらいの時間がかかりましたか？
資料集めを含め、1週間ほどで書き上げました。主張したいことは執筆
前から頭の中で出来上がっていたので、あまり時間はかかりませんでした。

─この論文を書く上で苦労したことはありますか？
より論理的に主張していくこと、また5,000字以内におさめることに苦
労しました。

─この論文を書いたことで良かったことはありますか？
私は、2018年の教員採用試験を受験したのですが、残念ながら2次
試験で落ちてしまいました。2次試験は面接が中心だったので、私の教
育に対する考え方は間違っているのかと真剣に悩んだ時期もありました。
しかし今回このような形で、私の教育に対する考え方や思いが評価され
たことが、何よりも嬉しかったです。

現在では、各学校にスクールカウンセラーが配属されている。
カウンセリングは心の病を抱えた子供を対象とする。それに対
して、コーチングは、医学的に、心に問題を抱えていない子供
を対象とする。つまり、カウンセリングは「マイナスをゼロ」に
するのに対して、コーチングでは「ゼロをプラス」にする。スクー
ルコーチの導入によって、自己評価の低い子供達の改善が期
待される。

5.	おわりに

　以上見てきたように、「コーチング」を基盤としたオランダの
教育から、AI時代の教育に活かせる点は数多くある。しかし
私は、オランダの教育をそのまま日本で実践すればよいと主
張しているわけではない。あくまでも「コーチング」の考え方を
取り入れ、日本に合う形で取り入れるというのが私の考えであ
る。なぜなら、日本の教育にも数多くの優れた点があるからだ。
現にオランダの教育にも課題がある。私が視察したオランダの
学校では、「個を尊重するあまり、集団生活に課題を持つ子供
が増えている」ということをおっしゃっていた。どちらにも一長
一短がある。しかし現在、2020年に向けて教育改革が起こっ
ているように、日本の教育が時代にそぐわなくなっているのは
事実である。その点では、オランダの教育から学ぶべき点は数
多くある。
　最後に、いつの時代も若者は優秀であり、時代を変えてき
たのはいつも若者である。そして日本の若者は、この変化の激
しい激動の時代を生き残るための素質と能力を十分に備えて
いる。「コーチング型教育」によって、大人が若者の可能性を信
じ、その可能性を伸ばすことができれば、あらゆる産業でイノ
ベーションが起こり、日本が再び希望の国になると私は信じて
いる。
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［要約］
　今後ますます増加の一途をたどる共働き世帯にとっ
て、これまで通りの育児と家事は大きな負担である。
日本では海外諸国と比較しても、特に母親の負担が大
きい状態が顕著である。そこで、子育て終了世代が子
育て世代を支援し、世代間共生で連帯社会にすべく取
り組みが急務である。従来の自治体、社会福祉法人の
取り組みを原則維持しながらも、さらにパワーアップし
た地域の潜在的なシニア力をもっと活用することを目
指したい。その具体策として、①子育て・家事代行支援
の依頼会員と提供会員をつなぐマッチングシステムの
再構築 ②支援を活性化させる安心・安全な場所の確保 
③支援の質的向上を実現するためのシニア人材の育成 
について考察する。
　子育て世代には時間的、精神的余裕を、そしてシニ
ア世代には自身の活躍の場と活動費による報酬、健康
寿命を延ばす一因にもなり得る生きがいをもたらすこ
とになり、地域コミュニティを活性化することにもつな
がる。

第1章	 はじめに

　私の母は、私が生まれてから2ヶ月の産後休暇を取得した
後、育児休暇は取らずに職場復帰をした。フルタイムで仕事を
していたうえに、仕事柄残業も多く、私は祖父母や園の先生方、
地域の多くの方々にお世話になりながら成長した。いまになっ
て思うのは「みなさんのおかげでおとなになった」という感謝の
気持ちだ。
　厚生労働省の調査結果によると、私が生まれた年の2年後

の1997年以降、共働き世帯は専業主婦世帯を上回り、その後
も増加の一途をたどっている（図1）。この状況のなかで、今後
共働き世帯の育児や家事はますます大きな課題となり得ると想
像する。
　私の母は、私が成人した今、自身の子育てが落ち着き、仕
事にも余裕が出てきたことを理由に地域の子育て支援のボラ
ンティアを担っている。共働き世帯の家事の援助もこのところ
依頼が多いということを聞く。共働きで、休日といえども両親
とも疲れ切ってしまっていて、「平日に滞った家事をこなすのも
難しい状況のなかで、子どもと向き合う余裕がない」という声
が多いのだそうだ。
　2030年までの間には確かにAI（人口知能）やIoTなどのデ
ジタル技術は格段に進歩していくことは間違いない。しかしな
がら、子育て世代、特に『名もなき家事』といわれる日常の雑
事をそれらがすべてなり代わってこなしてくれるとは考えにくい。
また日本の母親たちは外国の母親と比較すると完璧に家事を
こなす習慣や文化が根強くある。
　働く母親にとって、最も悩ましいのは家事を怠る後ろめたさ
や子どもに余裕をもって接することができない罪悪感だとい
う。これが母親を孤立させてしまう一因にもなり得ると考える
と、とても深刻な問題だと私は考える。
　内閣府では、「新しい少子化対策」について等に基づき11
月の第3日曜日を「家族の日」とするさまざまな取り組みをして
いる。そのなかで昨年、内閣府と福井県主催で「家族の日」
フォーラムが開催された際に示された資料のひとつが以下の
通りの結果である（図2）。
　このデータからも見て取れる通り、このままでは、共働き世
帯の特に母親の孤立が止まらない。仕事との両立で体力的に
も精神的にも疾患を引き起こしかねない。では、その手立てと
して何をすべきか。その具体案を第2章で述べたい。

特別審査委員賞 ［大学生の部］

子育て支援・家事代行の
担い手としてシニア力を活用
─ 子育て終了世代の余力を
 子育て世代に『ペイフォワード』

東京医科大学　医学部医学科 6 年

岩間 優 いわま ゆう
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図1　専業主婦世帯と共働き世帯　1980年～2017年

出典： 厚生労働省「厚生労働白書」、内閣府「男女共同参画白書」、総務省「労働力調査特別調査」（2001年以前）及び総務省「労働力調査（詳細集計）」（2002
年以降）

注1） 「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」とは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び完全失業者）の世帯。 
注2） 「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。 
注3） 2011年は岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。

図2　6歳未満の子どもをもつ夫の家事関連の行動者率（週平均）

出典：内閣府男女共同参画局「『平成28年社会生活基本調査』の結果から～男性の育児・家事関連時間～」平成29年10月

※行動者率…該当する種類の行動をした人の割合（％)
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第2章	 子育て終了世代が
	 子育て世代を支援する立場になり、
	 世代間共生で連帯社会に

1　子育て・家事代行支援の依頼会員と提供会員をつなぐ
マッチングシステムの構築
　内閣府が実施した最近の高齢就業白書調査を見ても、高
齢者の労働意欲は高く、人生100年時代と言われる現在、子
育て終了世代といえどもまだまだ社会活動に参加するには気
力、体力ともに可能である。実際「なんらかの社会活動に参加
したいが、参加する術を知らない」という高齢者の声を耳にする。
社会に貢献したいという意欲のあるシニアが実に多く存在して
いるのだ。セカンドライフをもっと充実したものにして、生きが
いをみつけたいというシニアの思いを具現化するために、私が
提案したいのが「子育て終了世代と子育て世代をつなぐ、子育
て支援・家事代行のマッチングシステムの構築」である。
　現在、自治体や社会福祉協議会で実施されている子育て支
援・家事援助支援等では、地域環境は同じでも子育てや家事
に関する価値観の相違で依頼したくてもできない、あるいは依
頼されたいのにされないという事態があり得ると想像する。そ
ういったミスマッチをなくすために、依頼する側もされる側も、
もっと詳細に要望を互いに交わし合う仲介システムを各自治体
や社会福祉法人で丁寧に構築することで、より活力のあるシス
テムに改訂されていくのではないだろうか。活動費に関しては、
現状では一律にその料金が設定されているが、需要と供給の
関係で多少なりともその額が異なっていてもいいと考える。依
頼会員のニーズに合ったサービスを提供でき、また依頼数が多
い会員にはそれなりの増額報酬を設定し、逆に、依頼会員の
経済状況や家庭事情によっては、公費負担で提供会員に活動
費を支払うということを考慮してもいいだろう。
　新しい制度を導入していくなかで、その利点・欠点を振り返り
ながら、よりよいシステムに進化させていくことで相互にメリッ
トのある制度になっていくと考える。
　例えば私の母は、仕事をしながら家事を日々回していく術を
備えてきた。そのため、子育てや家事支援の依頼を受けた際に、
依頼会員と同じ目線で考えることができ、その要望に応じた支
援を提供することができていると言う。
　仕事後の帰宅時に、食事の支度がままならない依頼会員の
ために、要望に合わせて母が作り置きおかずを数品作ることも
あり、家族のような関わりをもつことができ、やりがいを感じる
そうだ。また、依頼会員も、総菜を店で調達する中食や外食に
頼っていたそれまでの食生活を改善することができる。子ども
が手作りの家庭の味を好み、食欲旺盛になってきていると喜ん
でいるのだそうだ。子育てを支援していることが結局は親を支
援していることにもつながるのである。	

2　子育て・家事代行支援を活性化させる安心・安全な場所
の確保

　現在、自治体や社会福祉法人で定められている支援の場所
は、依頼会員の自宅か提供会員の自宅とされている場合がほ
とんどである。しかしながら、そのどちらでもない場の選択肢
がもっとあってもいいと考える。例えば、空き家や廃校になっ
た学校など、自治体が関わって管理できる場所を確保すること
で、その選択肢を広げられないだろうか。両者の自宅からも近
い場所にその場があれば、相互に便利であることは言うまでも
ない。もちろん管理を自治体だけに負担させるのではなく、民
間のボランティア団体に力を貸してもらうことに加えて、ここで
も労働意欲のあるシニアを募って運営から清掃などできること
を担ってもらう。収益を目指すものではないのでプロフェショ
ナル性には欠けるかもしれないが、お互い様の精神で補い合う
ことで具現化できるものだと思う。
　従来の園での延長保育や学童保育との差別化という点では、
より家庭に近い時間を子どもが過ごすことのできる場という位
置づけを理想とする。未就学児では、園からのお迎えも含め
た保護者の帰宅時間までの中継ぎ保育の場所として活用でき
る。また学童保育も、各家庭事情に応じて終了時間に柔軟に
対応しきれていない現状があることを考えると、園や学校の延
長保育以外の第三の場所は今後ますます必要になると感じて
いる。
　そして、シニアにとっては現役と同じように活躍の場所があ
るということが何より有意義である。新しいもうひとつの家族
とのつながりから、より活力のあるコミュニティを創造すること
も可能である。

3　子育て・家事代行支援の質的向上を実現するためのシニ
ア人材育成
　労働意欲のあるシニアが、このシステムに興味を持ったとし
て、すぐに取り組んでみようと実行に移せる人は現実的にはそ
う多くはないかもしれない。やはり未知の世界に足を踏み入れ
ることは、シニアにとってはハードルが高いこともあるだろう。
現在の自治体での子育て援助活動支援事業でも、規定の提供
会員登録講習会は必須であるが、もっと気楽に近寄れるもうひ
とつの入り口的窓口を設けたい。そこで、まずは興味を持った
シニアがエントリーできる講座を役所等で定期的に設けること
を提案したい。
　講義については、すでに経験者である支援提供会員の有志
がまずは担う。正式に既存の講座を受講する前に、支援会員
はメンターとして、これから取り組みたいという意欲のある人に
対して個別相談等も応じるようにする。同じ志を持った同士と
して交流を図ることで、また別のコミュニティが作られることも
期待できる。受講者が依頼会員として経験を積めば、今度は
その後進の育成を担い、アドバイザーとなる。この営みが連鎖
して継承されれば、いま不足していると言われている支援提供
会員の数も増加していくことは間違いない。
　さらに、この制度を広く告知し認知させることを目的とした
公的インスタグラマーを支援会員の中から選定し、SNSを使っ
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て日々の支援活動の情報を拡散していき、誰でもがそれを知る
手段として利用できるものとする。支援される人にとって選択
肢が多いということは何よりも安心になるため、支援する人が
多いに越したことはない。既存の登録制度は、そのまま維持
するということを原則にして、この制度をより活性化させるため
のもうひとつの手立てとして提案したい。

第3章	 まとめ

　自宅が千代田区という都心にあるために、母が依頼されて
いる支援先の子どもの両親は共に専門性の高い職業について
いる家庭も多く、就業時間も長時間に及ぶことが頻繁だという。
また、実家が遠方で祖父母からの支援は容易に受けられない
というケースも多く、現状母の支援なくしては毎日が回らないと
いう悲痛の声も聞くそうだ。
　将来の自分のことを考えると他人事ではない。医学生の私は、
2019年春から研修医として社会人になる。将来医師となって
働き、家庭を持つことに不安が全くないとは言えない。そんな
ときに家族だけでなく頼れる他者が身近にいることは、とても
心強いことだと思う。
　母は依頼会員の方から、「将来子どもが大きくなって自分に
も余裕ができたら、提供会員になりたい」と言ってもらえたこと
がとても嬉しかったと話してくれた。そういう母も、私を育てる
ときに多くの人の力を借りてきたということをよく口にする。他
者に助けてもらうことをためらわずに、そしてその恩に報いるよ
うに、自分なりに子育ても家事も懸命にしながら、なんとかやっ
てきたという母からの言葉を、私は自分自身の将来の働き方の
参考にしたいと思っている。他人から受けた親切をまた別の人
への新しい親切でつないでいくペイフォワード。多数の人が親
切の輪を広げることで、個人の喜びが社会の喜びにつながって
いく。
　2030年の未来では、順調にいけば（？）私も子育て中かもし
れない。そのとき『名もなき家事』から多少なりとも解放されて、
仕事も家庭も思い描く通りにできるワークライフバラスが実現
できていることを期待したい。若い世代が自分の未来に希望
が持てる社会であれば、ひいては少子化に歯止めがかかるこ
とにもなる。そして高齢者も、人との関わりのなかで充実した
毎日を送ることができれば、健康で長生きしたいという思いか
ら、いきいきと暮らしていくことが可能になる。国家財政悪化
の一因として懸念されている医療費も、その結果として圧縮で
きる事にもなり得る。年金制度や貯金に依存した老後ではな
く、多くはなくても自ら稼ぐ術があれば、経済的な不安の解消
にもなる。高齢者の活動可能な自由な時間を、時間に追われ
る子育て世代のために費やすことで、親はその分、時間的余裕
を得ることができる。それは親の心の余裕となり、育児にイラ
イラすることも減るだろう。それは子どもの心の安定にもつな
がるはずだ。昨今のニュースでしばしば報道される児童虐待

対策のためにも、このシステムをさらに活性化させることが急
務だと感じる。
　かつての古きよき時代の日本がそうであったように、社会全
体で子育てを支援するコミュニティを未来に向けて再生させる
ことで、新しい時代の社会的変革を遂げ、世界に向けてその
在り方を発信したいと思う。それまでに、私もその一助を担え
るひとりになりたい。
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［受賞者インタビュー］

医師として家庭と仕事を
両立させるために、
ワークライフバランスの問題は
避けては通れない課題だと思った。

─ コンテストに応募した理由、きっかけは？
私はこれまでにも、高校3年時の2012年に「世代間交流による学びコ
ミュニティーの構築」、大学3年時の2015年に「地域力集結で実現する

『中継ぎ保育』の拡充」で優秀賞を頂いています。ともに、地域の活性化
とワークライフバランスの模索がその提案の軸となっていました。その
課題を継続的に考えているとき、働く女性医師の問題もマスコミでクロー
ズアップされるようになり、医学生の私としても避けては通れない課題
だと感じました。今回の論文でも「子育て支援・家事代行の担い手として
シニア力を活用─子育て終了世代の余力を子育て世代に『ペイフォワー
ド』」というテーマで取り組みたいと思ったのが、応募のきっかけでした。

─この論文を書き上げるまでに、どのくらいの時間がかかりましたか？
テーマ設定から、いろいろな方の話を聞いてリサーチをする時間も含め
ると１年近く経っていますが、実際にまとめたのは2日くらいです。

─この論文を書く上で苦労したことはありますか？
文字数に制限があり、いかに端的に伝えたいことをまとめるかという点
で苦労しました。

─この論文を書いたことで良かったことはありますか？
2019年春から医師として社会人になりますが、将来、家庭と仕事を両
立させるときの参考になる先輩女性医師の話を伺うことができました。
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